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三重大学について

内田淳正 学長

◇生物資源学部・生物資源学研究科
◇医学部・医学系研究科
◇工学部・工学研究科
◇教育学部・教育学研究科
◇人文学部・人文社会科学研究科
◇地域イノベーション学研究科

○学生数
学部 6,148名 （男3,761名 / 女2,387名）
大学院 1,150名 （男854名 / 女296名）

○教員数 768名 （教授261名 / 准教授200名 / 講師86名 / 助教221名）
○職員数 950名

（2014年5月1日現在）

三重大学の全景

撮影：雲井純・三重大学客員教授（百五経済研究所・代表取締役社長）



三重県について

三重県

人口：187万人（22位）

面積：5,777.27km²（25位）

人口密度：320人/km²（23位）

県庁所在地： 津市（約28万人、46位）

最大都市： 四日市市（約31万人）

シャープ亀山工場

鈴鹿サーキット

伊勢神宮

熊野古道

一人当たり県民所得： 323万円（5位）
貯蓄現在高（１世帯当たり）： 1,939万円（2位）

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Map_of_Japan_with_highlight_on_24_Mie_prefecture.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:Map_of_Japan_with_highlight_on_24_Mie_prefecture.svg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:SHARP_KAMEYAMA_Plant_No1._.jpeg
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%A4%E3%83%AB:SHARP_KAMEYAMA_Plant_No1._.jpeg
http://blog-imgs-11.fc2.com/t/o/r/toru200702/20071022174730.jpg
http://blog-imgs-11.fc2.com/t/o/r/toru200702/20071022174730.jpg


三重県の現状

四日市市、津市、鈴鹿市の順に多く、10
万人以上の上位6市で県全体の約67％を
占めている。

人口

「市町別人口」

（ 出典： 三重県統計でみる三重のすがた（平成２６年３月））

三重県の総人口は
184万人で、全国
順位は22位

１人当たり市町民所得

（ 出典： 三重県統計でみる三重のすがた（平成２６年３月））

北部7市町が300
万円超であるが、南
部は200万円未満
がほとんどである

北部と南部の生活格差が増加し、三
重県における南北問題となっている。



三重県の現状

農林水産業が主たる産業である南部で耕作放棄と高齢化が急速に
進行している

老年人口割合

（ 出典： 三重県統計でみる三重のすがた（平成２６年３月））

県南部地域の９市町は
30％以上となっている

市町別耕作放棄地率

（ 出典： 農林水産省「2005年農林業センサス」 ）

一次産業が中心の南
部地域のほうが耕作
放棄地率が高い
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化学工業

材料・機械工業

農林水産・鉱業

全産業

三重県における格差はなぜ生じたのか？
- 産業別年間所得の推移からの考察 -

１９７０年代まではどの

職業でも収入は同程度

高度経済成長に

伴って、第一次産

業と第二次産業で

所得に格差が生じ、

第一次産業の衰退

が生じた。

三重県南部での

過疎化と急速な

高齢化を招いた。

三重県庁統計室 毎月勤労統計調査 を基に作成



今の時代に必要なこと

（現状） 20世紀の経済発展は必ずしも地域社会の幸福には繋がっていない。

高度成長期に作り上げてきた社会システム（常識）は、良い時期もあったが成

長から定常期（21世紀の社会）への変化に適応できていない？

現代社会に求められていることは、
「21世紀に適した社会システム」と「今の時代に適応した生き方」
を創造すること。

「21世紀への適応」は、『20世紀の高度成長に伴って衰退し
た地域』から生まれると私は考えている。

「21世紀に合わせた社会システムの変革」

２０世紀 社会基盤を作る時期 個人の力＜集団の力

２１世紀 社会基盤を使う時期 個人の力＞集団の力



企業、大学、行政は、単独では目的が異なる存在である。

共通の背景 ex.同じ地域

産学官連携について

行政

大学

企業

行政

大学

企業

共通の目標

共通の目標の達成のために協働する

成
功
す
る
産
学
官
連
携

目
標
の
共
有
化



地域社会

地域企業Ａ 地域企業Ｂ 地域企業Ｃ

雇用者としての役割
（収入を得る場）

地域行政（市町）

地方自治の遂行

地域住民としての役割
（伝統と文化の継承）

社員教育での連携 新製品開発での連携 社長が考える場の提供

地域企業が不
足する能力を
補完する役割

雇用機会を提供
する役割

地方行政を補完
する役割
（地域の活性化、社
員教育を通した市
民教育）

地方国立大学

地域社会と地域企業と地方大学の関係



地域イノベーション学研究科の新設

（時代背景）

産業界では複数の最先端技術の融合によって新事業・製品が生み出されグ

ローバルに展開することが頻繁に起こっており、三重地域圏の企業にも業界の

変化に呼応した経営改革（第二創業）が必要となっているが、現実には個々の

企業における「研究開発力の脆弱さ」と「人材不足」がその障害となっている。

地域産業界からは、「第二創業に貢献できるような高度人材の育成」と「第二

創業の基盤となる新技術構築への協力」が三重大学には求められている。

地域産業界からの期待に応える具体策として「地域イノベーション学研究科」

を新設し、地域社会への貢献を実現していく。 平成21年4月から開始

地域産業界と連携した人材育成と技術開発に特化した大学院



地域イノベーション学研究科の目標

地域イノベーション学とは、

「大学が形成・蓄積してきた研究

成果と知識を活用することで、地方

立脚型の企業が抱えている成長障

害要因を克服するための具体策を

探求し、産学連携によって地域産業

を活性化させるための方法論を見

出すことを目標に研究を遂行する

学問領域」

三重大学が提案した考え方であり、

三重大学が切り開いていく学問領域

地域イノベーション学会を設立した

（平成23年７月～）

・共同研究による支援
・高度人材の供給

地域イノベーション学
研究科

地域企業・一次産業が抱

える成長障害因子を取り

除くことで、新事業構築を

実現させ、地域発のイノ

ベーションを誘発する。

成長障害因子
の克服

地域の中小企業
農業・漁業者

成長障害因子



○スタッフ構成

センター長（社会連携担当副学長）

副センター長（広報担当副学長）

連携協力員１名（社会連携特任教授）、産学官連携研究員３名

事務補佐員４名

＋社会連携研究室５名（助教１名、研究員３名、コーディネータ１名）が連携協力

＋各研究科から教員がプロジェクト単位で連携協力

三重大学地域戦略センターの設置
三重大学は、地域自治体、産業界の全体を見渡した政策提言と政策実現のための施策

（プロジェクト）を提供する地域シンクタンクとして2011年4月に「三重大学地域戦略セン

ターRegional Area Strategy Center : RASC（ラスク）」を設置しました。

国立大学初の大学発の地域シンクタンクとして、地域振興、産業育成、環境政策、医療

福祉政策など幅広い戦略を立案していきます。

百五銀行、百五経済研究所、野村證券、三重TLOと連携し、地域の自治体に対しての総

合的な政策提言や、産業育成・活性化のための企画などを行うことにより、これまでの地

域貢献の取り組みの強化を図ります。



三重大学の目標 三重から世界へ 地域に根ざし、世界に誇れる独自性豊かな教育・研究成果を生み出す。
～人と自然の調和・共生の中で～

社会貢献の目的 教育と研究を通じて地域作りや地域発展に寄与するとともに、地域社会との双方向の
連携を推進する。

社会連携研究センター

（平成16年度設立）

三重大学の産学連携活動の企画・運
営、知財管理を行う中核機関

地域イノベーション学研究科

(平成21年度設立)

産業界・自治体と連携した人材育成と
技術開発に特化した大学院

地域戦略センター(RASC)

（平成24年度設立）

地域自治体への政策提言と地域活性
化プロジェクトの実行組織

産学官連携の三重大学モデル



三重大学が取り組んだ地域活性化の事例



抽出技術（企業・松阪市）+機能性分析（大学）

＝思いもよらない健康成分

Case 1

醸造技術（企業・伊勢市）+新規微生物（大学）

＝世界が認めるクラフトビール

Case 2

水質浄化技術（企業・志摩市）+膜合成（大学）

＝世界から問い合わせの来る水質浄化装置

Case 3

一次産業（農業・津市）+二次産業（製造業・松阪市）

＝次世代エネルギー利用型の
国内最大級植物工場

Case 4

画期的製品・技術を
国内外に展開

地域イノベーション学研究科に地域企業の経営者が
社会人入学して創出した新事業



三重大学地域戦略センターの活動①

出典： 文部科学省HP 第3期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会（第3回） 配付資料 鈴木委員（三重県知事）から抜粋

三重県と連携したみえライフイノベーション総合特区の構築



三重大学地域戦略センターの活動②

出典： 文部科学省HP 第3期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会（第3回） 配付資料 鈴木委員（三重県知事）から抜粋

三重県と連携した地域企業による国際展開の支援



行政機関での連携
（TJPOと三重県庁）

大学など産業界の窓口機関での連携
（南台科技大学と三重大学RASC）

・台日連携の効果的な連携戦略の策定
・両地域から最適な企業群の組み合わせを抽出

企業による連携

世界市場を狙った事業展開

国際連携の事例 台湾との官官・学学・産産連携

連携体制の構築

台湾企業とモノづくり分野・医療機器・健康
食品の開発で連携することで、台湾をゲート
ウェイとして中国・アセアンへの販路開拓に
つなげる。

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E4%B8%89%E9%87%8D%E7%9C%8C%E3%80%80%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF&source=images&cd=&cad=rja&docid=auhkOVY5KYBwaM&tbnid=Mbt28CYZ_DCcYM:&ved=0CAUQjRw&url=http://power0712.com/kinki06.htm&ei=VJA0UcroEefemAXC54HIBg&bvm=bv.43148975,d.dGY&psig=AFQjCNFgI3j10RdXZ2eK0lwj-PisXDvW1Q&ust=1362485688617608
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=%E4%B8%89%E9%87%8D%E7%9C%8C%E3%80%80%E3%83%9E%E3%83%BC%E3%82%AF&source=images&cd=&cad=rja&docid=auhkOVY5KYBwaM&tbnid=Mbt28CYZ_DCcYM:&ved=0CAUQjRw&url=http://power0712.com/kinki06.htm&ei=VJA0UcroEefemAXC54HIBg&bvm=bv.43148975,d.dGY&psig=AFQjCNFgI3j10RdXZ2eK0lwj-PisXDvW1Q&ust=1362485688617608


出典： 文部科学省HP 第3期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会（第3回） 配付資料 鈴木委員（三重県知事）から抜粋

三重大学地域戦略センターの活動②
三重県と連携した地域企業による国際展開の支援



出典： 文部科学省HP 第3期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する検討会（第3回） 配付資料 鈴木委員（三重県知事）から抜粋

三重大学地域戦略センターの活動②
三重県と連携した地域企業による国際展開の支援



石油換算で年間 8,000kl削減
CO2発生を 23,000㌧削減
年間で億単位のコスト削減

地域内連携による高収益型農業の創出

辻保彦社長

1947年に国産なたね搾油専門工場として、辻製油所を創立し、一貫して
食用油の精製・販売を行ってきた三重県松阪市にある企業であるが、食用
油精製残渣からレシチン、セラミド等、機能性素材を独自技術で製品化す
るなど、食素材の総合メーカーとして成長を続けている。

三重県内の山林荒廃を憂慮

松阪木質バイオマス熱
利用協同組合を設立

木
質
チ
ッ
プ

ウッドピア木質バイオマ
ス利用協同組合を設立

蒸気

辻製油の工場熱源として利用

大量の
温水



事業目的

・ 工業の「技術」、商業の「経営ノウハウ」、地域資源を活用した新たな農業ビジネスモデルの構築
・ 地域に新たな雇用を創出、および障がい者が活躍できる新たな地域農業モデルを構築

実証事業拠点

◎三重県松阪市にて、先進的農業コンソーシアムによる省エネルギー型施設園芸事業を実施

▼先進的農業コンソーシアム

・加工品開発技術 ・栽培管理技術 ・施設設計技術 ・海外普及展開

工業、商業、農業の技術・ノウハウを結集し、地域に新たな事業モデルを構築

辻製油 浅井農園 イシグロ農材 三井物産

植物工場プロジェクト －うれし野アグリ株式会社－

地域発で反収１，５００万円の農業モデル構築

・約30名の新たな地域雇用の創出
・障がい者が活躍できる地域農業モデルを模索

・施設の省エネルギー化技術
・トマトの栽培技術協力 等

サポート体制



地域連携で新しい「売り場」を創る（鳥羽マルシェの創造）

このイメージは、現在表示できません。

★

鳥羽の実情
・鳥羽で獲れた魚のほとんどが鳥羽から出ていく。
・鳥羽のスーパーでは鳥羽の魚が手に入らない。
・鳥羽の農作物を出荷する場所がなくなっている。

鳥羽市

ＪＡ

漁連

が立ち上がった

「鳥羽で採れたものは鳥羽で食す」仕組みを再構築する



新しいタイプ（自立型）の若手農業者・漁業者
が地域に定着し始めている

みやまや
西村友一



三重大学の産学連携の考え方
1. 三重大学には、三重地域圏の「知の拠点」として機能する使命が

ある。このため、「社会連携部門」を教育・研究部門と対等な学
内組織とし、大学知財の社会還元推進の司令塔と位置付ける。

○三重大学での取り組み

・産学連携による教育研究に特化した「地域イノベーション学研究科」を設置した。（平成２０年）

・大学が地域貢献するためのシンクタンクとして「地域戦略センター」を設置した。（平成23年）

２．三重大学としての社会連携の目的を明確にし、地域社会と共有
させる。

○三重大学での取り組み

・産学連携の目的を「地域産業の成長を支援することで地域と共に発展する」と明確化している。

・地域産業界の重鎮が「客員教授」として大学教育・組織改革に参画している。

・地域行政機関と協働できる体制を整えている。

３．地域で活動する人々が分け隔てなく集まり、協働作業ができる
「地域のたまり場」として機能できる唯一の機関は「地方大学」で
ある。



大学教授

企業経営者

＋

出会い どこに行く？

○コーディネーター型（ものごとを調整する人？）

○プロデューサー型（生産者、制作者）

プロデューサー

大学教授

企業経営者

両者の連携で生み出
す世界を想像する

事業化

コーディネーターではなく「プロデューサー型人材」が求められている

産学連携を支える人材像
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